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1.はじめに 

本研究では、東北地方太平洋沖地震により被災した栃

木県宇都宮市に位置する二棟の塔屋付き 4 階建て鉄筋コン

クリート建物を研究対象とし、耐震 2 次診断による構造耐

震指標 の最小値が H 小学校で 0.55(2 階)1)、T 小学校で

0.51(1 階)2)と同程度であるにも関わらず、両建物の被害程

度に差異を生じた原因を追究することを目的とする。本

報では既報 1),2)に続き、両建物の地震応答解析を行った。 

2.被害状況 

2011 年 4 月 28 日に現地調査を行った。調査では柱部材

および壁部材の損傷状況を確認したが，梁部材の損傷状

況については確認出来なかった。図-1 に H 小学校の 2 階

伏図，図-2 に T 小学校の 1 階伏図を示す。図中のローマ

数字は各部材の損傷度 1)を表す。 

 H 小学校では柱に損傷度ⅣおよびⅤのせん断破壊が生じ

た。被害が最も大きいのは 2 階の桁行方向で，被災前に対

する被災後の耐震性能の割合を表す耐震性能残存率 R1)は

72.8%であり，被災度区分は中破であった。 

T 小学校では 1 階の短柱に軽微なせん断ひび割れ，構面

内の雑壁に損傷度Ⅱのせん断ひび割れが生じた。構造躯

体についてその他に目立った損傷は確認されず，被災度

区分は軽微であった。 

3.推定地震動の作成 

 実被害において損傷が大きい桁行方向についての地震

応答解析を行うため、各対象建物の敷地での推定地震動

を作成する。そのため、両建物の近隣に位置する KiK-net

芳賀観測点の地中(深度 112m)で得られたEW方向の加速度

時刻歴を各敷地の工学的基盤に入力し、表層地盤による

増幅を考慮する等価線形解析を行った。解析には一次元

重複反射理論に基づくプログラム DYNEQ3)を用いた。両

建物の位置する地盤はどちらも主に表層から深度 20m 程

度までは N 値 1～5 の軟弱なローム、以深は N 値が大きい

砂礫によって構成され、地盤の特性は非常に類似した。

せん断波速度 は太田、後藤による方法 4)に従って推定し、

が最も大きい砂礫層を工学的基盤とした。 

 入力地震動の最大加速度は 172.8gal で、解析による推定

地震動のそれは H 小学校 759.1gal、T 小学校 792.1gal に増

大した。図-3に減衰定数 3％時の入力地震動および推定地

震動の加速度応答スペクトルを示す。推定地震動の加速

度応答スペクトルはどちらも周期 0.05～0.15(s)で卓越が見

られ、地震動の特性は両建物で類似した。 

4.地震応答解析 

4-1 解析概要 

 建物を 3 次元骨組にモデル化し、弾塑性解析プログラム

SNAP5)を用いて地震応答解析を行った。解析では剛床を

仮定した上で、階全体のねじれ変形は考慮し、P-⊿効果

は無視した。柱・梁は材端に剛域を有する線材に置換し、

剛域は柱・梁フェイス位置から部材せいの 1/4 内側までと

した。ただし、腰壁、垂壁および袖壁の長さは、それぞ

れ柱および梁の剛域として加味した。鉄筋の降伏強度は
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図-3 推定地震動の加速度応答スペクトル 
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柱および梁主筋で344 / 、せん断で294 / とし、

コンクリート圧縮強度σ は各階におけるコンクリートコ

アの強度測定結果 1),2)を用いた。梁は材端ばねモデルに置

換し、軸変形は無視した。柱はシアスパン比 /

2.0 ：シアスパン, ：部材せい)の場合には曲げと軸力の

相互作用を考慮出来る Multi- Spring (以下 MS)モデルを、

シアスパン比 / 2.0の場合には曲げばねをそれぞれ柱

頭,柱脚に配置した 6)。 

柱,梁の曲げばねはトリリニアの武田モデルを用いた。

柱,梁,壁のせん断ばねはトリリニアの原点指向型モデルを

用い、せん断破壊後の耐力は一定と仮定した。MS モデル

における鉄筋ばねおよびコンクリートばねはトリリニア

モデルを用いた 6)。MS モデルの鉄筋ばねの数は実断面と

同じで、コンクリートばねは断面を 100 分割した。 

 柱,梁の曲げひび割れモーメントと終局曲げモーメント

は略算式，降伏時剛性低下率は菅野式，柱,梁,壁のせん断

ひび割れ耐力およびせん断終局耐力は荒川 mean 式 7)によ

り求めた。スラブの有効幅は RC 規準 8)に従った。 

4-2 解析結果 

 3 章で作成した両建物の地表における EW 方向の地震動

(0～300 秒の全区間)を桁行方向に入力して地震応答解析を

行った。数値積分は Newmarkβ法(β=1/4：平均加速度法)

を用い、時間刻みは 0.0005 秒とした。粘性減衰は 3%とし、

瞬間剛性に比例させた。図-4 に各層の最大応答層間変形

角を、図-5 に C 構面の 2～5 通りにおける地震終了時の破

壊機構図を示す。中破の被害を生じた H 小学校の最大応

答層間変形角は実状において被害が集中した 2 階の応答変

位が 0.25%で最大となった。破壊機構図を見ると、全体と

して柱部材のせん断破壊が支配的な破壊機構を形成した。

最も早期に破壊が生じたのは C-4 通り 2 階の柱部材で、そ

れ以降で急激に破壊が進行した。損傷度ⅣおよびⅤの破

壊が生じた C-4 通り 1～3 階および C-5 通り 1、2 階の柱

部材には解析においてもせん断破壊が生じており、実被

害状況と一致する。以上の結果から、解析による破壊モ

ードは全体的に実被害状況と良く一致した。 

 軽微な被害だった T 小学校の最大応答層間変形角は 1 階

0.18%、2,3,4 階 0.20%であり、各階でほぼ同程度であった。

破壊機構図を見ると、曲げ破壊した梁部材が多く、柱部

材の損傷はひび割れ発生程度にとどまった。解析結果は

梁部材の破壊が支配的な破壊機構を形成し、柱部材に大

きな破壊が生じていない点で実被害状況と一致した。 

以上の結果から、柱および壁の損傷状況により判断し

た被災度区分判定において両建物の被害程度に差が生じ

た原因は、T 小学校で梁部材の破壊が先行して柱および壁

の被害が抑制されたことであると考えられる。 

5.まとめ 

表層地盤による増幅を考慮した推定地震動を用いて立

体骨組による地震応答解析を行った。解析の結果、H 小学

校では実被害において損傷度ⅣあるいはⅤの破壊が生じ

た柱部材には解析においてもせん断破壊が生じており、

実被害状況と概ね一致した。T 小学校では梁の破壊が支配

的な破壊機構を形成し、柱および壁の損傷はひび割れ発

生程度にとどまった。以上の結果から、両建物で被害程

度の差異が生じた主要な原因として、T 小学校では梁部材

の破壊が先行したため、柱および壁の被害が軽減された

ことが考えられる。 
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図-5 C 通り地震終了時破壊機構図(ローマ数字は実被害状況(損傷度Ⅳ以上)) 

◯：曲げひび割れ、●：曲げ降伏、△：せん断ひび割れ、▲：せん断破壊 

図-4 最大応答層間変形角 
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